【資料１】

平成30年度以降の「財務状況の改善事業割」の取扱について

　「財務状況の改善事業割」
　　　各私立学校（私立幼稚園を除く）が経営の効率化や学校規模の適正化（入学定員の変更等）など経営改善に向けた計画を作成し、実施した学校に補助金を交付するものとする。

　　　なお、私立幼稚園については、平成27年度から新たに創設した「私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興事業費）補助金」に移管※しているため、私立学校振興費（運営費）補助金の算定要素の対象外とする。
　　　※補助対象は国庫補助金「私立高等学校等経常費助成費補助金（一般補助）」の対象となる法人の種類及び施設の種類に限る。
　　①　補助要件

　　　　第三者による評価を受けた経営改善に向けた計画を実施するという実態があり、次の要件を満たす学校とする。

　　　　ア　事業活動収支差額比率０％以下

　　　　イ　過去３年間、入学者数が募集定員を下回っている

　　②　補助対象学種

　　　　小学校、中学校及び高等学校

　　③　補助金額

　　　　補助金額は定額とし、１校につき50万円とする。
　　④　補助対象期間

　　　　私立学校振興費（運営費）補助金の「財務状況の改善事業割」の交付を受ける私立学校は、最初に「財務状況の改善事業割」として、補助金の交付を受けた翌年度までとする。
